
公共牧場経営管理のチェックポイント

(畜試 経 営部)

1.背 景とね らい

公共牧場の運営状況調査が毎年実施されており、各牧場 ごとに放牧頭数や事業収支等の数値が

まとめられている。

しかし、これらの数値を牧場の管理運営の現状把握、問題点の抽出や改善方向の検討等に十分

活用 しきれていない面がある。

そ こで、これら数値から算出できる簡便な公共牧場経営管理指標を組み立てたので普及に供す

る。

2.技 術の内容

1)牧 場の放牧実績から放牧強度を、事業収支実績から組収益係数を算出し、放牧強度 と組収益

係数の関係を図化する (表 1、 図 1)。 これにより、当該牧場の放牧利用状況と経営の収益性

が把握でき、また同一経営類型の牧場との比較等により県内における位置づけや問題点及び改

善方向の糸日が明らかとなる。

2)牧 場の経営収支実績、放牧延頭数及び預託料から損益分岐点操業度を算出する (表2)。 損

益分岐点分析にょり事業収支が均衡する操業度 (放牧延頭数及び預託料)が 求められ 、利用率

向上と経営収支改善の目標値が明らかとなる。

3.指 導上の留意事項

1)放 牧強度、組収益係数、損益分岐点操業度の 3つ の指標で計算された指標値について、同類

型の牧場間及び当該牧場自体の時系列的な比較検討を行うことが肝要であり、これによ り改善

経過や目標に対する到達状況がわかる。

2)本 県における牧養力 (放牧期間中の単位面積当たりの放牧可能頭数)の 目標値は、 「草地管

理指標」 (農水省畜産局)で 45t/haの草地生産力の場合で540 C D、また下限の目標値 として

35t/haの草地生産力で420C Dと されているので、これら目標値との比較をするとともに当該

牧場の草地単収や収容可能頭数を常時把握して置くことが重要である。

3)公 共牧場は 、自然条件や社会 ・経済的立地条件の多様性とともに、経営形態や経営方針等も

それぞれ異なっており、一律に粗収益係数の目標値を提示することは困難であるが、経済活動

を行う事業体 としての企業性を考慮すれば、組収益係数は100が目安となる。
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表 2  損 益分岐点操業度の計算方法
( 0牧 場 の事例を基に事業収支が均衡する放牧延頭数及び預託料 を求める)

(単位 :頭 、円)
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